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退職金を一時金でもらうべきか、 

年金でもらうべきか？＜後編＞ 
 

■ 一時金 or 年金  ～３つの観点からの比較～ 

 

（２） 税金、社会保険料の観点 

（１）では、年金に軍配をあげましたが、他にも忘れてはならない観点が多くあります。その１つが、税金の問題です。税金を

差し引いた手取りの金額で比較することを忘れてはなりません。 

一時金として受け取る場合と年金で毎年もらうのとでは、税制は異なります。適格退職年金や厚生年金基金、確定給付企

業年金では、退職に基因して支払われる一時金は退職所得とされます。また、確定給付企業年金や確定拠出年金では、退

職していなくても 60 歳に達した場合等に支給される老齢給付金も退職所得とされています。この退職所得は、非常に優遇さ

れており、多額の退職所得控除（勤続期間２年までは 80万円、20 年まで１年につき 40万円増加、その後は１年につき 70万

円ずつ増加）が適用されます。例えば、22 歳で企業年金に加入し、60 歳で定年退職した場合、38 年加入したと仮定した場合、

40万円×20年＋70万円×（38－20）年＝2,060 万円まで非課税となります。しかも、退職金額が退職所得控除額を超えた場

合、その超過額全額ではなく、２分の１にしか課税されません。さらに特筆したいのは、他所得とは分離して課税されるところ

です。一時所得であれば、所得控除額が 50 万円に過ぎず、他所得と合算して課税されてしまいます。 

それに対して年金で受け取る場合は、雑所得として扱われます。退職所得の優遇措置ほど優遇されているものではなく、

適格退職年金、厚生年金基金、確定給付企業年金、確定拠出年金、中小企業退職金共済等に認められている公的年金等

控除があるだけです。現行は、2005 年分から縮小されてしまい、65 歳未満では老齢年金の受給額が 70 万円超、65 歳以上

では 120 万円超になると課税されてしまいます。この公的年金等控除は国民年金や厚生年金の受給額と合計した額で考慮

する必要があります。年金額合計から公的年金等控除額を控除した額が雑所得として課税されますので、結果として所得税

と住民税が増加し、さらに住民税を基準とする国民健康保険料の所得割の増加にもつながる恐れがあります。年金を選択し

て受取額を増やしても、その増加分の一部は結果的に上記の税金や社会保険料と相殺されてしまい、手取り額を減らしてし

まう可能性があるのです。 

 とはいえ、必ずしも、こうなるとが限りません。年金額が少額であれば、控除額の範囲内に納めることも可能です。 

（３）退職金、年金を受け取った後の観点 

（１）でも少し述べましたが、退職金を一時金で受け取った場合、その退職金をどのように使うかによって年金・一時金どちら

がお得か、結果が変わってきます。 
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きちんと資産運用しながら使うのか、それとも無計画に浪費してしまうかです。誰もが計画的ではありません。一時金で受

け取ってしまうと、大金を手にすることもあり、ついつい無駄使いしてしまうかもしれません。大金である場合、盗まれてしまう

危険性もあります。銀行口座にあっても、スキミングやおれおれ詐欺などもあり、決して安心できるものではありません。起業

するための資金が必要とか、ローンを一括返済する予定があれば（１）で述べたように、一時金を選択するのもわかるのです

が、そうでなければ、老後の安定した生活を考えて、年金として毎年確実な金額を受け取ったほうが安心という見方もできま

す。平成２２年７月２６日に公表された平成２１年の簡易生命表によれば、男の平均寿命は７９．５９年、女の平均寿命は８６．

４４年と延びており、その傾向は強くなっていると思います。 

 一方、年金にもリスクがあります。それが、制度解散に伴う一時金清算や年金の減額という不利益変更の観点です。いった

ん年金を選択し年金受給者となれば、容易に年金は減額されるものではありません。制度解散や年金の減額にはその理由

や当事者の一定数の同意が必要になります。 

 ところが、企業の経営環境が厳しくなってくると、この要件を満たしたうえで、不利益変更が実行される可能性もあります。年

金でもらう場合は、この点も考慮しておく必要があります。なお、厚生年金基金や確定給付企業年金では年金受給権者の給

付の引き下げがある場合、最低積立基準額という一時金での受取りも認める必要があります。これは、制度解散時にも原則

保証されているのですが、通常選択する一時金に比べると有利であり、３０年国債の利率の直近５年平均（2010年度は2.38%、

0.8～1.2 を乗じた 1.904％～2.856％の場合もあり）を基準に定めた利率で一時金に換算されますが、通常の選択一時金と異

なり、保証期間経過後の終身年金部分も含めて一時金換算されます。 

年金のリスクは税制等にもあり、公的年金等控除の縮小、廃止や社会保険料の上昇で、実質の年金額が減ってしまう可

能性もあります。特別法人税の凍結は平成22年3月末以降もさらに３年間凍結延長される方向性ではありますが、特別法人

税の廃止要望も強く、将来的には、特別法人税が廃止された場合に、税の財源を代替するものとして公的年金等控除の縮

小、廃止が議論される可能性があるのです。もちろん、退職所得控除の縮小、廃止もあり得るのですが、一時金をもらう時の

退職所得控除で判断すれば良いのであり、年金には、将来的な不利益が予想されるだけ、課題が残ることになります。 

なお、適格退職年金は平成 24 年３月末に廃止されることとなっていますが、移行先が確定拠出年金や中小企業退職金共

済の場合、年金受給者は移すことができず、閉鎖型適格退職年金の中に残ることになります。 

平成２４年４月以降に適格退職年金の契約が残すことができたとしても、税制適格の要件は失うことになりますので、年金

に公的年金等控除が適用されなくなる可能性があり、やはり、実質の給付の削減につながるかもしれません。 

 

■ 年金と一時金をいかに活用するか 

３つの観点をご紹介しましたが、年金と一時金どちらが絶対お得というわけではありません。不確定要素は多いですが、双

方のメリット・デメリットを理解して、あとから後々後悔しないようにしないといけません。 

 改めて整理すれば、(1)の給付総額の観点では、年金のほうが一般的に有利ですが、(2)の税制の観点も考慮すると、必ず

しも年金が有利ではないということです。これに(3)の観点も加えると、ある意味、賭けに近い判断も入ってくることになります。

いずれにしても総合的に判断する必要があるでしょう。 
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(1)の観点は、年金規程や規約、(2)の観点は、現行の税制等である程度確認することができますが、(3)の観点を確認する

ということであれば、企業の経営状況や企業年金の財政状況、また、経済環境や資産運用環境、ひいては政治環境なども見

通す広い見地が必要になります。実際には、ここまで判断しなくても良いとも思います。 

そこで、年金と一時金両方のいいとこ取りができないかと考える方もいらっしゃると思います。通常は、各企業年金制度で

は、年金と一時金両方を選択できるようになっていますので、一部年金、一部一時金という受給方法も可能です。年金・一時

金の比率をどのようにするかがポイントですが、（１）の観点に加え、（２）の観点を活用して、年金は公的年金等控除の範囲

内、一時金は退職所得控除の範囲内で設定したり、社会保険料を増やさないようにするなどが考えられます。この場合、注

意点があり、年金を残したうえで、一時金を受給してしまうと、退職所得ではなく一時所得として扱われ、所得控除額は 50 万

円となり、さらに分離課税でもなくなり、他所得と合算されてしまいます。年金を全て一時金で受給しないと退職所得とはなり

ません。特に厚生年金基金が代行返上した後の確定給付企業年金では、厚生年金の代行部分に上乗せされていた薄皮部

分が残っている場合もあり、少額ではありますが、これを年金として残し、退職金としてある加算部分を一時金でもらう場合も

一時所得となってしまいます。(3)の観点を活用するのであれば、ローン返済や起業、また旅行などのライフイベントを決め、

今後の大きな支出予定や貯蓄残高の推移予想なども考慮し、退職後のライフプランニングをしっかり作ることです。年金受給

後に一時金化できる場合もありますが、規約等に定められている制限もあります。予め、ライフプランニングにそって、年金・

一時金の比率を決めれば、最適な選択が可能になることでしょう。ファイナンシャルプランナーの方のアドバイスも有効になる

と思います。この稿が、皆さんのライフスタイルにあった受給方法にお役に立つことを切に望みます。 
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